
　

従来の地方公共団体の会計制度は、年度単位を基本とする現金主義がとられてお
り、収入と支出を差し引きする単式簿記の方法を用いているため、現金の動きがわか
りやすい反面、取得した資産の状況や減価償却などの費用についての把握が難しい
という弱点がありました。そこで、企業会計的な手法を取り入れ、それらの弱点を補う
のが、「新地方公会計制度」の財務書類４表です。

① 平成１８年に総務省から「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための
指針」が示され、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「資金収支計算書」、「純資産
変動計算書」の財務書類４表を平成２１年度を期限として整備することとされました。

② 八尾市では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」に示されている作
成方法「総務省方式改訂モデル」に基づき、市の一般会計だけでなく、特別会計や第
３セクター等まで含めた連結ベースの財務書類４表を作成しました。

平成20年度八尾市の財務書類４表（普通会計）概要版
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務省方式改訂モデル

新地方公会計制度の概要

貸借対照表

貸借対照表は八尾市が住民サービス提供のために保有する土地、建物や現
金等の財産（資産）と、それらの資産を形成するために要した財源（負債、純資
産）の関係を対照表示した財務書類です。左右の合計額が等しいことから「バ
ランスシート」とも呼ばれます。

資産　　　　　　３，０９１億円
市が保有している土地・建物・預金など
【内訳】
　①公共資産　　　　　　　　　２，８９４億円
　　道路、公園、学校、下水道など
　②投資等　　　　　　　　　　　　 １３９億円
　　出資金、貸付金など
　③流動資産　　　　　　　　　　　　５８億円
　　　　　うち現金、未収金など
　　　　　　　　　　　　　　　　２億１６百万円

負債　　　　　９５２億円

地方債や退職手当引当金な
ど、将来世代の負担で返済し
ていく債務です。

純資産　　　２，１３９億円

現世代が既に負担して、支払い
が済んでいる正味の資産です。

合計　　　　　３，０９１億円 合計　　　　　３，０９１億円

普通会計財務書類を市民１人当たりに換算すると・・・・
　★資産は １１６万４千円
　★負債は ３５万８千円
　★純資産は ８０万６千円
　★行政サービスの提供は ２８万８千円

資金収支計算書

1年間の市の現金の収入（歳入）と支出（歳
出）が、どのような理由で増減しているかを
「経常的収支の部」「公共資産整備収支の
部」「投資・財務的収支の部」の3つの区分
に分けて表した財務書類です。

期首（19年度末）資金残高　４億８２百万円

     当期収支　　　　　　　　▲２億６６百万円
【内訳】
　経常的収支　　　　　　 　１５７億６１百万円
　公共資産整備収支　 　▲２９億４４百万円
　投資・財務的収支　　 ▲１３０億８３百万円

期末（20年度末）資金残高　２億１６百万円

純資産変動計算書

貸借対照表の純資産の部に計上されてい
る各数値が1年間でどのように変動したの
かを表している計算書です。

期首（19年度末）純資産残高　２，１５１億円

   当期変動高　　　　　　　　　▲１２億円
 【内訳】
    　純経常行政コスト　　　 ▲７２８億円
　    財源の調達　　　　　　　　７２２億円
　    その他　　　　 　　　　　     ▲６億円

期末（20年度末）純資産残高　２，１３９億円

行政コスト計算書

１年間の行政活動のうち福祉
サービスやごみの収集のように
「資産形成につながらない行政
サービスに要する経費（経常行
政コスト）」と「その行政サービ
スの対価として得られた財源
（経常収益）」を対比させた財務
書類です。

 経常行政コスト（Ａ）　７６４億円
 【内訳】
　人にかかるコスト　   １８６億円
　
　物にかかるコスト　   １６１億円
　
　移転支出的なコスト　４０１億円

　その他のコスト　　　   １６億円

経常収益（Ｂ）　　　３６億円

行政サービスの利用で市民の
みなさまが直接負担する施設
使用料や手数料などです。

純経常コスト（Ａ）－（Ｂ）
　　　　　　　７２８億円

経常行政コストから経常収益
を差し引いた純粋な行政コスト
です。
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 八尾市全体の財政状況を分析するためには、普通会計に加え、病院事業、水道事
業、国民健康保険事業等の公営事業会計や本市と連携協力して行政サービスを提供
している一部事務組合や第三セクターを1 つの行政サービス実施主体とみなして作成
する必要があります。なお、連結に際し、普通会計から連結対象の会計・法人への出
資金・繰出金等は、連結グループ内での内部取引として相殺消去しています。

平成20年度八尾市の連結財務書類４表概要版
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務省方式改訂モデル

平成20年度八尾市の連結の範囲

貸借対照表

連結対象の各会計・法人等を１つの行政サービス実施体とみなして、作成する
連結ベースでの貸借対照表です。

資産　　　　　　５，１６７億円
八尾市全体で保有している土地・建物・預
金など
【内訳】
　①公共資産　　　　　　　　　４，９０８億円
　　道路、公園、学校、下水道など
　②投資等　　　　　　　　　　　　 １０８億円
　　出資金、貸付金など
　③流動資産　　　　　　　　　　　１４３億円
　　　うち現金、未収金など　　　　５５億円
　④繰延勘定　　　　　　　  　　　　　８億円

負債　　　２，４４２億円

地方債や退職手当引当金な
ど、将来世代の負担で返済し
ていく債務です。

純資産　　２，７２５億円

現世代が既に負担して、支払い
が済んでいる正味の資産です。

合計　　　　　５，１６７億円 合計　　　　　５，１６７億円

連結財務書類を市民１人当たりに換算すると・・・・
　★資産は１９４万６千円（普通会計の１．６７倍）
　★負債は９２万円（普通会計の２．５７倍）
　★純資産は１０２万６千円（普通会計の１．２７倍）
　★行政サービスの提供は５９万５千円（普通会計の２．０７倍）

資金収支計算書

1年間の連結ベースでの現金の収入（歳入）
と支出（歳出）が、どのような理由で増減して
いるかを「経常的収支の部」「公共資産整備
収支の部」「投資・財務的収支の部」の3つの
区分に分けて表した財務書類です。

期首（19年度末）資金残高　　　５０億円

　当期収支　　　　　　　　　 　　５億円
　【内訳】
　経常的収支　　　　　　　  １７６億円
　公共資産整備収支　　   ▲４１億円
　投資・財務的収支　　　▲１３１億円
　翌年度繰上充用金増減額　 １億円

期末（20年度末）資金残高　　　５５億円

純資産変動計算書

貸借対照表の純資産の部に計上されてい
る各数値が1年間でどのように変動したの
かを連結ベースで表している計算書です。

期首（19年度末）純資産残高　　２，７２０億円

 　　　当期変動高　　　　　　５億円
 　【内訳】
　　純経常行政コスト　　　▲９５６億円
　　財源の調達　　　　　　　  ９６１億円
　　その他　　　　　　　　　　　　　１億円

期末（20年度末）純資産残高　　２，７２５億円

行政コスト計算書

１年間の連結ベースでの行政
活動のうち福祉サービスやごみ
の収集のように「資産形成につ
ながらない行政サービスに要す
る経費（経常行政コスト）」と「そ
の行政サービスの対価として得
られた財源（経常収益）」を対比
させた財務諸表です。

 経常行政コスト（Ａ）　１，５７９億円
【内訳】
　人にかかるコスト　　 ２５７億円
　
　物にかかるコスト　　 ３１７億円
　
　移転支出的なコスト　９３１億円

　その他のコスト　　　　  ７４億円

 経常収益（Ｂ）　　　６２３億円

行政サービスの利用で市民のみ
なさまが直接負担する施設使用料
や手数料などです。

 純経常コスト（Ａ）－（Ｂ）
　　　　　　　　　　　　　９５６億円

経常行政コストから経常収益を差
し引いた純粋な行政コストです。

連結対象

市全体
普通会計
（ほぼ一
般会計）

病院事業会計・水道事業会計・国民健康保険事業特別会計
公共下水道事業特別会計・老人保健事業特別会計
介護保険事業特別会計・後期高齢者医療事業特別会計

八尾市柏原市火葬場組合、大和川右岸水防事務組合、長瀬川沿岸下水道組合、大阪府後期
高齢者医療広域連合、八尾市土地開発公社、財団法人八尾市清協公社、財団法人八尾市文
化財調査研究会、財団法人八尾市緑化協会、財団法人八尾市文化振興事業団、財団法人八
尾市中小企業勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ、財団法人八尾市国際交流ｾﾝﾀｰ、財団法人八尾体育
振興会、やおコミュニティ放送株式会社、八尾モール株式会社、八尾シティネット株式会社
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